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【ラテンアメリカ・カリブ研究所レポート	寄稿】	
	
中米パナマの新型コロナウイルス対策について	
 

ルベン ・ロドリゲス・サムディオ* 

北海道大学法学研究科研究員 

１．はじめに 

 2019 年 12 月から拡大している新型コロナウイルスは、アメリカのハブとして知

られているパナマでは、4 月 29 日時点で感染者数 6200 人、死亡者数 176 人、回復

者数 484 人が確認されている(MINSA 2020a)。コルティソ政権は、1 月下旬から世界

の新型コロナウイルスに着目し、パナマまでの感染拡大を前提とし、入国制限、外

出制限、経済支援等の対策を整えた。2020 年 3 月 9 日にスペインから入国した 40
代女性から初めての陽性反応が確認され、同日の夜に記者会見で国民に対して報告

が行われた。また、翌 10 日には、3 月 8 日に死亡した公立高校の校長である 60 代

男性の死因が新型コロナウイルスによるものだったと判明した。 

 国際貿易の中心地としてパナマ経済は新型コロナウイルスによる多大な影響を受

けている。医療の場面では政府の対策が防疫と管理を中心とし、早い段階から出来

るだけの検査が行われ、感染者の入院による医療崩壊を免れている。しかし、感染

者数の増加という事実を受け、コルティソ政権がより強い権利制限を用い、政府は

感染拡大防止として、3月 14日「外出禁止命令」と「運航停止命令」を発行した。

約 30 年の独裁政権を経験したパナマ国民は憲法上の権利の制限を認め、政府の支

持に従っているといえる。 

 これらの命令により、2%の景気後退を引き起こすと思われ(Coriat 2020a)、失業率

は 7%から 20%に上る恐れがあると予想されている(Coriat 2020c)。以上の厳しい状況

は政界に及んでいる。特に、国民への支援計画は与党である民主革命党（PRD）の

党内不一致原因となっている。銀行ローン等返済猶予を支持する国会議会員に対し

て、自分の立場を示さない議員もいる。銀行ローン等返済猶予に関する法案が採択

されたにもかかわらず、コルティソ大統領は署名せずにコメントを控えているため
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国民の不満が高まっている。本稿では、「緊急宣言」を中心として、政府の対策に

よるパナマ人の労働、医療、教育、および日常生活への影響を紹介する。 

 

Ⅱ 感染防止と発生 

 新型コロナウイルスの拡大は 2019 年 12 月から始まり、国際貿易のハブであるパ

ナマでは、中国の感染事情に着目し、1 月下旬から国内への感染発生可能性を予想

した。1 月 16 日に、世界保健機関（WHO）の提案した情報を受け、翌 22 日、保険

局は、トクメン国際空港と組んで、アメリカ、中国からの入国者を健康診断の対象

とした(Arcia 2020)。 

 中国やアメリカの状況悪化を認識し、コルティソ政権は 1 月 28 日の政令第 64号
により、新型コロナウイルス防止対策を発効した。国民、外国人、法人を問わずパ

ナマにいる者が対象とされ、以下の対策が規定された。①感染拡大地域から入国し

た者の情報提出義務、②国際イベント開催一か月前に保険局への報告義務、③民間

企業が保険局に従い、健康推進活動や国民への防止情報を提案する義務、④新型コ

ロナウイルスにより隔離された者は有給休暇の対象とされ、労働法上の権利保護を

受けること、⑤医療専門家へのサポート、および及び経済的支援の準備、⑥医療専

門家のスタッフ雇用手続きの簡略化、⑦新型コロナウイルスに関する情報を保健省

が発表し、決定すること、⑧メディアに対するソーシャル・ネットワーク（SNS）
等の情報の報道自粛要請、⑨報道前、科学的根拠に基づくようにメディアが保健省

と協力する義務、並びに、⑩警察や消防署の保健省への協力義務。 

 以上の対策の他、パナマでは 1947 年の衛生法で伝染病拡大防止として隔離命令

が規定され、命令に違反する者は 500 ドルから 5,000 ドルまでの罰金に処すると規

定されている。また、パナマ刑法第 308条は、感染症を広める者、又は感染症拡大

防止対策に違反する者は 10 年以上 15 年以下の禁錮に処すると定められている。つ

まり、政令第 64号に基づく防止対策は、単なる要請ではなく、拘束力がある。 

 また、政令第 64 号と共に、新型コロナウイルスの予防と管理に関するガイドラ

イン （Plan Operativo Nacional del Sistema de Salud para la Prevención y Control del Nuevo 
Coronavirus -(2019-nCoV、以下、「防止ガイドライン」) Enero – 2020）(MINSA 2020c)
を作成した。このガイドラインは、公立私立を問わず、すべての医療機関を対象と

し、早い段階で感染者の確認および国際基準に基づく医療手順を定めた。また、感

染拡大は確認されている国から入国する者の受ける健康診断方法や疑似症患者又は

感染者が確認された場合の入院基準等を決めている。更に、新型コロナウイルスの

感染者発生に備え、全国の医療機関や検査センターが情報交換できるようにシステ

ムが設備された。国民への情報提出の対策として、地方政府の他ほか、医療機関、

薬局、教会、公立と私立小中学校、高等学校および大学、ホテル、メディア、並び

に警察等に防止に関する資料の配布と、協力要請も記載されている。 
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 当初、衛生法および防止ガイドラインに基づく隔離命令は、中国およびアメリカ

から入国した者に限られたが、新型コロナウイルスの世界拡大状況に合わせて、健

康診断の対象も拡張された。更に、2 月上旬からは中国発の便を始め、拡大地域か

らの入国禁止命令が発効された。その中で、中国に住んでいるパナマ人が注目され

た。バレーラ政権の下、パナマは中国と外交関係を樹立した結果、75 人の大学生

が中国政府の奨学金を貰い、中国の大学に留学していた。パナマ政府の外交努力に

より、パナマ人の留学生は帰国し、14 日間隔離命令の対象とされた。しかし、検

疫区域とされた学校の近辺に住んでいた住民は、帰国留学生の隔離を批判し、非公

開の場所への移動となった(P.A. 2020c)。 

 2月中旬までに、政令第 64号の対策は、ほとんど当局や民間企業のレベルで実施

され、一般国民への影響は低かった。しかし、ブラジルやイタリアと同じようにパ

ナマでは年一回開催されるカーニバルという大規模イベントがある。パナマ・カー

ニバルは地方を中心とし、3 億ドルを超える経済効果があると言われ、政府および

民間企業が中止を避ける方針だった(P.A. 2020a)。しかし、世界中の観光客が集まる

カーニバルに伴う危機を無視できず、保健省の命令により、カーニバル直前時点で

は 800 人以上が隔離命令対象とされ、カーニバル中には、トクメン国際空港におい

て健康診断等の実施を強化した。 

 2 月 27 日時点までに、パナマ政府は新型コロナウイルスの拡大防止の対策とし

て、医療機器および薬品の購入、医療スタッフ研修に、約 250 万ドルを充当した

(Guerrel 2020b)。2 月下旬に、保健省は新型コロナウイルスの国内発生に対するガ

イドライン（Plan de Acción ante un Brote o Epidemia de COVID-19 en el Territorio 
Nacional, 以下発生ガイドライン）(MINSA 2020b)を作成した。発生ガイドラインは

防止ガイドラインの対策を更に強化し、新型コロナウイルスの感染が確認された際、

以下の対策を決めた。すなわち、①感染者のトリアージ基準、②自宅療養と入院医

療の判断基準、③患者およびその親戚への拡大防止教育基準、④自宅療養と医療サ

ービスの設備、並びに、⑤医療品管理手順である。 

 以上の②と④は高齢者向けの対策として規定された。新型コロナウイルス感染の

疑いがある場合に、政府のコールセンターに連絡し、医者一人、看護師一人（場合

によって警察官一人も参加する）の医療チームは患者の住宅まで移動し、検査を行

う。必要に応じて、入院の判断もできるが、軽症の場合、出来るだけ自宅療養とい

う形で対応する。自宅療養となった場合、医療チームは、親戚に感染防止方法、患

者の扱い、および状況悪化に備えて近所の医療センターの連絡先等を教える義務が

ある。 

 管理ガイドラインを実施するためにパナマ政府は、3 月 3 日に、①新型コロナウ

イルスの学際的委員会の設立、②保健省に防止用 300万ドルおよび管理用５００万

ドルの支出、並びに、③新型コロナウイルス防止と関わる省へ 135万ドルの支出を

決めた。同日の記者会見および説明会では、保健省の専門家が管理ガイドラインを
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説明し、国民の協力を求めた。記者の質問に対して、専門家は感染者が 700 人、そ

の内 130～140 人の重症者が予測されていると答えた。 

 3 月 9 日、SNS などで初感染者確認の情報がまず流れた。同日の夜、コルティソ

大統領と保健大臣のロサリオ・ターナー(Rosario Turner)は記者会見で、初感染者確

認の公式発表をした。感染者は、3 月 8日、スペインから入国した 40 代の女性で、

8 日に症状が発生し、9 日に医療センターで検査を受けた。軽症と診断されたため

自宅療養となり、濃厚接触者二人も検査された(Pinilla 2020)。初感染者確認と共に、

管理ガイドラインが実施された。3月 10日に、新型コロナウイルスによる肺炎での

初となる死亡者が確認された。公立高校の校長として務めた 60 代男性で、感染経

路はイタリアで観光した同学の教諭だった。管理ガイドラインの実施に伴い、国民

（主としてパナマ州の国民）からコールセンターへの連絡が増加し、検査実施も始

まった。3 月 13 日時点で、確認された件数は 36件を超え、コルティソ政権は「緊

急宣言」(Declatoria de Emergencia)を発令した。 

 

Ⅲ 緊急宣言の発令と効果 

A. パナマ法における緊急事態宣言制度 

 パナマ憲法の 55条には「緊急事態宣言」(Estado de Urgencia)が規定されている。

55 条の「緊急事態宣言」は、「戦争およびその他国内の平和または社会秩序を脅

かす」事情が生じた場合のみ認められ、内閣の決定により発効することと定めてい

る。しかし、「緊急事態宣言」の期間が 10 日を超える場合は、議会の承認が必要

とされている。議会は、内閣の決定した宣言に対して、「修正なしの承認」、「一

部修正の承認」、または「却下」をすることができる。更に、第 200条には「緊急

事態宣言」が発令された際、内閣メンバーの連帯責任を規定している。 

 「緊急事態宣言」の発令により憲法上保護されている「恣意的な逮捕の禁止」、

「推定無罪」、「ヘイビアス・コーパス」（人身保護令状）、「住宅および郵便物

の違法捜索の禁止」、「移転の自由」、「表現の自由」、「集会の自由」、および

「所有権」は制限される。制限対象となる権利は「緊急事態宣言」に明確に記載さ

れているもののみとなっている。こうした個人の自由を制限する制度は、19 世紀

の「保守派とリベラル派」の合意によって定められ、他のラテンアメリカ憲法にも

ある(Gargarella 2014)。 

 しかし、世界的に蔓延が始まった感染症とは言え、感染者 30 人の確認のみで、

30 年以上の独裁政権を経験したパナマの国民は、以上の様な制限は認容できず、

政府も簡単に第 55 条による緊急事態宣言を発令できない。特に、かつて独裁政権

と協力した PRD党のコルティソ政権にとって、国民の権利への厳しい制限を避ける

必要がある。その結果、コルティソ政権は憲法第 55 条の「緊急事態宣言」ではな
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く、公共工事入札契約適正化法  (Ley de Contrataciones Públicas)の「緊急宣言」

(Declaratoria de Emergencia)を 3月 13日に発令した。ただし、公共工事入札契約適正

化法の緊急宣言の目的はあくまでも公共工事等に必要な商品やサービスの確保プロ

セス簡略化に過ぎず、憲法上の権利を制限するものではない。緊急宣言により、政

府は新型コロナウイルスの拡大防止と管理に総額で 5,000万ドルを充当した。 

緊急宣言は憲法上の権利に対する効果がないため、政府が国民に対して外出自粛

を要請したが、3 月 17 日の時点で感染者数は 109 人を超えた。以上の事情を踏ま

え、コルティソ政権は、同日の政令第 490 号により「外出禁止命令」（Toque de 
Queda）を発令した。 

 B．外出禁止命令の範囲と効果 

 パナマの外出禁止命令は、かねてから市のレベルでは未成年者の夜間外出禁止令

として利用されているが、国連からの批判もある(Cardiel 2018)。3 月 17 日に発令さ

れた命令は国の国民健康保護義務を定める憲法第 109条、および衛生法を根拠とし、

午後 9 時から午前 5 時までの外出を禁止した。病院、警察、消防団、薬局、スーパ

ーマーケット、ホテル、銀行、およびガススタンド等の企業は、命令対象外とされ、

外出禁止命令に違反する者は500ドルから10万ドルまでの罰金に処される。以前、

パナマの外出禁止命令を批判した国連も、パナマの新型コロナウイルス対策が他の

国に参考とされているとして、高く評価した(ONU 2020)。 

 しかし、新型コロナウイルスの拡大は収まらず、パナマ運河の管理局でも確認さ

れ、3 月 23 日に感染者数は 345 人、死亡者が 6 人となったため、政府は政令第 490
号を改正し、外出禁止命令を午後 5 時から午前 5 時までの 12 時間にした。わずか

24 時間の間で、感染者数は 25%増加し、443 人までになり、3 月 24 日に政府が改め

て第 490 政令を改正し、外出禁止命令は 24 時間になった。 

 ただ、突然の完全外出禁止命令の国民への影響は大きく、政府が国民番号に基づ

き外出可能な時間帯を定めた。パナマ人の国民番号（Número de Cédula）は、誕生

時に発行され、18 歳で成人になった時、国民番号を記載している身分証明書

（Cédula de Identidad Personal, Cédula）が発行される。パナマでの日常生活には、身

分証明書の提出が必要とされている手続きが多い。政府の外出システムによれば身

分証明書の最後の桁、外国人の場合、パスポートの最後の桁を基準にして、外出可

能時間が午前 6 時から午後 7 時半までの間で 1 日 2 時間の間隔で以下のように割り

当てられた。 

最後の桁 外出可能な時間帯 
７ ６時半から８時半まで 
８ ７時半から９時半まで 
９ ８時半から１０時半まで 
０ ９時半から１１時半まで 
１ １２時半から１４時半まで 
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 また、60歳以上の者は、11 時から 13 時までの間に外出可能となった。更に、ク

ラスターを避けるため、一か所に 50 人以上集まることは禁止された。以上の制限

を受け、スーパーなどの企業は、50 人までの入店制限を設けた。以上の方法によ

ってパナマの国民は日常生活に必要な商品を確保でき、ある程度感染拡大防止の効

果があると思われた。しかし、3 月 31 日の時点で 1,181 人の感染者が確認され、外

出禁止命令に違反した者が 3,000 人以上に上った。こういった状況を認識し、政府

は外出禁止命令を更に改正した。4 月 1 日から実施された命令には外出基準として

身分証明書最後の桁に性別が追加され、女性は、「月、水、金曜日」、男性は「火、

木、土曜日」とされた。しかし、以上の基準にもかかわらず、外出禁止命令に違反

する者の逮捕が続き、4 月 9 日から週末の外出禁止が定められ、男性が外出可能な

のは「火曜日および木曜日」のみとなった。 

 以上の基準に対してパナマの LGBT（性的少数者）コミュニティーから不満の声

が上がり、また、性別による外出の基準は人権侵害に該当する恐れがあるため、人

権を守る国際的 NGO（非政府組織）のヒューマン・ライツ・ウォッチからの批判

もあった(Cabrera 2020)。国際メディアでは、性別による外出許可は「差別的な対策」

と呼ばれているが、パナマ政府は外出禁止の対象となる者を簡単に識別できる明確

な基準だと主張している。更に、3月 24日の政令第 502号は、外出禁止命令対象例

外のほか、立退きの実施、およびアルコール飲料の販売を禁止している。パナマで

は、選挙の様な重要なイベントが行われる場合にアルコール飲料の販売禁止が発布

されることがあるが、このような状況で発布されることは滅多にない。 

 既に説明した通り、政府が発令した外出禁止命令は憲法の「緊急事態宣言」に基

づくものではないためにその有効性について疑問がある。多くの専門家は、拡大防

止に専念し、政令の根拠についての意見を示していないが、政令の違法性を訴える

声もある。4 月 14 日に最高裁判所で外出禁止命令についての違憲審査が始まった

(Carlos H 2020)。 

C.  刑罰 

 外出禁止命令が発令されたにもかかわらず、4月 11日の時点で、外出禁止命令に

違反し、逮捕された者は 11万人を超えていると報道された(López 2020)。以上の状

２ １３時半から１５時半まで 
３ １４時半から１６時半まで 
４ １５時半から１７時半まで 
５ １６時半から１８時半まで 
６ １７時半から１９時半まで 
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況に配慮し、政府が外出禁止命令違反に対する罰を厳格化させ、4月 10日に、交通

規則は改正され、違反する者に対して三か月の運転免許停止が追加された。更に、

衛生法には個人の違反に対する 50ドルから 5,000ドルの罰金のほか、法人の違反に

対しては１万ドルまでの罰金も規定され、3 月末に開催されたある結婚式の担当企

業は上限の 1 万ドルの支払命令を受けた(Chacon 2020a)。また、治安判事の裁量に

より罰金の代わりに公園掃除のような社会奉仕が科されることもある(Ávila 2020)。 

 既に説明した通り、刑法では「感染症を拡大する者、又は拡大防止対策」に違反

する者に対しての罰が定められているが、感染者ではない者に対して隔離命令を発

行できず、単なる外出禁止命令に違反する者に対する罰は規定されていないため、

政府は刑法の改正により「外出禁止命令違反」を罪として規定する法案を議会に提

出したが、議会は否決している(Guerrel 2020a)。これに対して、コルティソ大統領

は、憲法上の権限を利用し、軽犯罪で禁錮されている 149 人の恩赦を命令した(E.S. 
2020)。 

 

Ⅳ 新型コロナウイルスの社会的影響 

A. 労働関係への影響 

 以上の様な外出禁止命令がパナマの経済に大きな影響を与えた事は明確である。

政令第 490号の下で、レストランの様な企業の営業は制限されたが、完全外出禁止

命令に改正されたことによってすべての民間企業が休業となった。他の国と異なり、

パナマには雇用保険制度がない。また、パナマ労働法は労働者保護主義という立場

を取り、正当な理由のない正社員の解雇は損害賠償の対象となる。勤続手当の算定

は、解雇の日から５年間遡った給与の平均を基準とし、一年間ごとに一週間分が支

給される。また、労働法の定める損害賠償は、不法行為や契約不履行に対する損害

賠償と異なり、労働者の給与および勤務期間により算定される。 

 しかし、労働法の 199条 8項は、労働局に認容された不可抗力による労働契約停

止を定め、3 月 20 日に発令された政令第 80号により、新型コロナウイルスは不可

抗力として認められた。労働契約停止が認められると、労働者の労働義務と使用者

の賃金支払い義務は停止される。労働契約は継続しているため、雇用期間の経過は

猶予されない。賃金支払い義務が停止されているとはいえ、雇用期間の継続は勤続

手当および損害賠償の算定に影響を与える。また、不可抗力は解雇の正当な理由に

該当するため、政令第 80 号の発行によって民間企業は損害賠償なしで解雇できる

と思われる。 

 しかし、「労働契約停止の原因となる不可抗力」と「解雇原因となる不可抗力」

は同一か否かが明確ではない。全国に及ぶ不可抗力事情は史上初の出来事であるた

め、労働法上の対応も困難であろう。メディアの取材に対して労働局は「経済が再
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開した後、収入不足で労働契約の再開が不可能な場合、ケースバイケースで判断す

る必要がある」と回答している(Coriat 2020b)。こうした状況の中、パナマの経済は

停止している。4 月 22 日の時点で、停止された労働契約数は 68万件を上回り、ホ

テル、レストラン、物流およびエンターテインメントのような業界で働く 90 万人

も影響を受けている(Armuelles 2020c)。更に、新型コロナウイルスによりパナマの

失業率は 7%から 20%に上ると予想されている。 

B. 医療機関への影響 

 防止ガイドラインの発行から 4 月 29 日の時点までは、パナマでの PCR を含む検

査数は 28,795件で、人口 1,000 人につき 5件となっている。これに対して、日本で

は 4 月 23 日までの検査数は 1,000 人につき 1.07件となっている(OWD 2020)。パナ

マ政府は医療崩壊防止対策として、R.O.S.A（Respuesta Operativa de Salud Automática）
というオンライン診断システムを導入した。R.O.S.A システムは、WHO のガイド

ラインに基づいて電話、または WhatsApp というメッセージアプリで診断へのフィ

ルターとして利用される。名前、国籍、性別および国民番号の提出が必要とされ、

６回まで利用できる。また、システムへのアクセスとプライバシー保護を確保する

ため、政府が通信会社の協力を得て、R.O.S.A への問い合わせは優先的に処理され

ることとなっている(OPS 2020)。R.O.S.A の診断を受けた者は、症状に合わせて、医

者に連絡される(MINSA 2020d)。また、検査分析によって各検査所崩壊の恐れを配

慮し、中国のファーウェイが寄付した「A.I.システム」による検査分析が行われて

いる(Chacon 2020b)。 

 パナマ技術大学の教員、学生および卒業生は、保健省と協力し、加湿器および人

工呼吸器の生産をしている(TVN 2020)。更に、R.O.S.A は人間の判断によるものであ

るために限界があると考え、パナマ大学工学部の学生は R.A.M.S という「A.I.診断シ
ステム」を開発した(La Crítica 2020)。現時点では、政府は R.A.M.Sについてコメント

しておらず、今後の採用可能性は不明である。 

 感染者数は、保健所の予測した 700 人の 7倍であるが、入院中の感染者は予測さ

れた 140 人の 2倍で収まっている。拡大防止として、初感染者が確認された翌日、

パナマの社会保険庁は、パナマ県の大手病院 3 か所で行われる外来手術を停止した

(Serracin 2020)。また、3 月下旬からパナマ政府がホテル業界の協力を得て、軽症の

感染者は、自宅の代わりにホテルへ隔離され観察されている(Hernández 2020)。以

上の対策にも関わらず、クラスターとなっているパナマ県での病床数の不足は問題

となっていた。これに対して、政府は 3 月下旬から 4 月中旬の間に重症患者専用に

モジュール方式で急遽組み立てた病院を 650万ドルで建設した。新たなパナマ連帯

病院（Hospital Panamá Solidario）はソーラーパネルを利用し、検査や診断に 100病
床が用意されている(SERTV 2020)。 

 しかし、パナマ連帯病院に利用される人工呼吸器の購入プロセスはスキャンダル

となっている。緊急宣言の発令によって可能となった公共工事等に必要な商品やサ
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ービスの確保プロセスを利用し、通常 1台当たり 5,000 ドルの人工呼吸器は、約 5
万ドルという高値で 100台の購入契約が提案された。購入手続きは簡略化されたが、

法律上では関連の資料公開義務があるため、SNS で炎上し、供給者は、人工呼吸器

を確保できないという理由で、オファーを撤回した。これに対して、検察庁は、国

家に対する詐欺として調査を始めると公開している(Jaramillo 2020b)。その後、スキ

ャンダルの責任を取り、大統領府（Ministerio de la Presidencia)の副大臣は辞任した。

その他の医療品購入の契約についての調査も厳しくなっている。大統領府は、

500ml のアルコール消毒液 250 万ボトルを約 1330 万ドルで購入する交渉を進めた

が、会計検査院 （Contraloría General）は通常価格の約 5倍であるため許可を拒否

するに至った(Testa 2020)。 

 政府の対策と共に、民間企業も新型コロナウイルス拡大防止に協力している。パ

ナマ地下鉄は、体温測定カメラを設置し、発熱している客の乗車を禁止とした

 (P.A. 2020d)。高熱原因で乗車拒否された者は、保健省の診断を受け、結果次第

で直ちに隔離命令を受ける可能性がある。また、パナマ県の電力会社は、大病院 3
か所の 4 月と 5 月分の電気代、約 50万ドルを免除し、消防署へのマスク消毒液等

の寄付、パナマ技術 大学への 3万ドルの寄付もした(R.I.N. 2020)。 

 初感染が確認された日から政府は民営病院による検査を認めているが、いくつか

の民営病院では新型コロナウイルスの検査は「健康診断」として行われ、その料金

は 1件当たり 600ドルを超えるという情報もある(Berrocal 2020)。民間健康保険によ

る新型コロナウイルスの保険補償は問題となった。一般保険証券には、パンデミッ

クとして認められた病気が対象外とされている。つまり、3 月 12 日の WHO のパン

デミック宣言によって民間保険会社が検査および医療を補償する義務はなくなった。

これ受けて、与党の PRD議員は、新型コロナウイルスを保険補償の対象とするため

の保険法改正を議会に提出した(Armuelles 2020a)。これに対して、改正に反対する

パナマ保険連盟 (Asociación Panameña de Aseguradores=Apadea)は、法案の議論を待

たず、3月 14日に政府のガイドラインに従い新型コロナウイルスによる医療費を保

険補償の対象とした。 

 しかし、経済停止による納税の影響は医療業界にも及んでいる。労働契約停止と

共に、有期労働者の解雇が増加し、所得税、社会保険料の納付は減少している。4
月 1 日から 8 日まで、先月同期と比較し、社会保険庁の主な収入原である社会保険

料は約 30%の減少となった(Samaniego 2020)。社会保険料は医療のみならず、年金

制度の柱である。新型コロナウイルス拡大前、パナマの年金制度はすでに危機を迎

えており、年金支払いに充てられる元本は 2023 年に尽きると予想されていた

(Jaramillo 2020a)。2020 年度の国家予算では「健康」への充当金は 20億ドルとされ

たが、政府は 1 月下旬から 4 月 22 日までに、新型コロナウイルス拡大防止と管理

に 4 億ドルを充当した(Armuelles 2020b)。こうした状況で、新型コロナウイルスが

終息した後、パナマの国民保険や年金保険制度は更なる危機を迎えるだろう。 
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C. 教育への影響 

 前出の新型コロナウイルスによる初死亡者は、公立高校の校長を務めている 60
代の男性であったため、パナマの教育省は、パナマ県で 3 月 20 日までの休校を決

定したが、現時点では授業の再開は 7 月または 8 月まで延期することが検討されて

いる(P.A. 2020b)。パナマの義務教育は幼稚園から中学までの 10 年間である。国連

の人間開発指数によると 2018 年のパナマ教育指数は 0.69 であり、ラテンアメリカ

諸国の中では 8位である(ONU 2018)。パナマにおける新学年の開始日は毎年異なる

が、多くの場合 3 月下旬以降から始まる。教育システム上では公立だけではなく、

私立教育機関による教育も認められている。2019 年度の学齢児童数（高校も含む）

は 742,529 人で、その内、公立教育システムに 608,113 人、私立教育システムに

134,116 人が就学している(MEDUCA 2020a)。 

 外出禁止期間中に、小中高校、および大学の授業はオンラインで行われることと

なった。10 年に 1度の頻度で実施される人口調査によると 2010 年時点で、パナマ

では一戸建てやマンションの世帯数は 93万を超えている(INEC n.d.)。これに対して、

政府の調査によると、2019 年には 54万の世帯はブロードバンド契約を締結してい

る(ASEP 2019)。そして、パナマでの平均インタネットスピードは 12.5Mbps である

(BBC 2019)。 

 政府は、2018 年から公立学校の教員はオンライン授業の研修プログラムを行っ

ている。更に、パナマ教育省は、公式教育プログラムに基づいている公立小中校向

けオンデマンド授業ができるウェブサイト（http://moodle.educapanama.edu.pa/）
を作成した。Educa Panamáサイトには各学年度の教科に必要な基本資料が置かれて

いる。しかし、これらの資料はあくまで基本知識の紹介に過ぎず、場合によっては

教科書ほど詳しい説明は記載されていない。以上の状況を受け、国に頼らず、約

150 校の校長は、教員および保護者と協力し、オンライン会議のような形でライブ

授業を実施している(MEDUCA 2020b)。大学のレベルでは、公立大学のパナマ大学、

パナマ技術大学およびパナマ海事大学が、オンライン会議ソフトを利用し、ライブ

授業を行っている。更に、以上の大学は授業料全額および一部免除制を実施してい

る。 

 これに対して、私立教育の対応は問題となっている。当初は、全国休業が決定さ

れたにもかかわらず、オンライン授業を実施せずに、授業料支払いの猶予、免除、

延期を認めず、普段通り授業料の支払いを求める学校もあった(Castillo 2020)。保護
者からの不満に応じ、政府は4月16日に私立学校のオンライン授業停止を命令し、

新たな制度を設けた。今後、オンラインで授業を実施したい私立学校は、政府の定

めた要件を満たし、ガイドラインに応じる教育プログラムを作成した上で、パナマ

教育省の許可を得なければならない。全国に私立学校は約 320校あり、4月 24日時

点で、79 校が申請書を提出している(MEDUCA 2020c)。 
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Ⅴ 国民、企業への支援策 

 外出禁止命令の発令から政府は国民に対する経済的な支援策を整えた。納税に関

して、3 月 24 日の政令第 251号により、各申告の提出期間は 5 月 30 日まで延期さ

れた。また、脱税の疑いで税務調査の対象となっている者を除き、所得税、消費税

および固定資産税の納税義務は 120日間に猶予された。更に、2000年の零細中小企

業促進法では、零細企業が設立した年度から 2 年間所得税が免除されている。政令

第 251 号は、2019 年度から所得税納付義務がある零細企業は、2019 年度も免除対

象とした。  

 国民への直接の支援手段として専用サイト「Plan Panamá Solidario」（PPS）が設

けられた(http://www.panamasolidario.gob.pa/)。PPS は、4 月 3 日の政令第 400 号に

よって成立し、新型コロナウイルスによって影響を受けた国民に、一世帯に月 80
ドルの経済的支援と食品の配布を目的としている。パナマの身分証明書にはバーコ

ードおよびＱＲコードが記載されている。政府は、これらのコードを用い、デビッ

トカードとしての利用を可能とした(Valdes 2020)。パナマの最低賃金は、企業、地

域によって異なり、月間約 268 ドルから約 972 ドルまで 700 ドル以上の差がある。

更に、経済的に余裕のある国民および企業が PPS に寄付できるように銀行口座も開

設されている。そして、政府は 4 月 20 日の内閣決定により、警察、教員、医者、

看護師のような公共サービスを行う公務員を除き、月収 1,000 ドル以上の公務員に

PPS へ、給与 2割までの寄付を要請している。寄付された金額は来年の所得税から

免除されることとされている。 

 PPS の定める経済支援と食品の配布は、緊急宣言によって日常生活に影響を受け

た者のために作られた制度であり、公務員および労働契約停止、又は解雇されてい

ない者は対象外とされている。以上の制限にも関わらず、経済支援を受けた公務員

約 600ケースが確認されている。これに対して、コルティソ大統領は、支援を受け

た公務員に対して、4 月 23 日までに給与 2割寄付申請を要請し、応じない者は処分

されると発表している(Telemetro 2020)。 

A.  水道光熱通信費猶予法とローン猶予法 

 労働契約停止の結果として多くの国民が減収となっているが、家賃、ローン、授

業料等の支払いは猶予されていない。国民は SNS で不満の声を上げ、国からの支援

を求めている中、議会は、3 月 31 日に水道光熱費猶予に関する法律（Ley Medidas 
Económicas y Financieras para Contrarrestar los Efectos del Coronavirus 以下、水道光熱

通信費猶予法）および、4 月 7 日に銀行ローン等返済猶予に関する法律 (Ley de 
Moratoria、以下、ローン猶予法)を承認した。 

 水道光熱通信費猶予法は、3 月 1 日に遡って、4 か月分の水道光熱通信費猶予を

規定した。猶予期間後の 4 か月分の支払は、利息なし、3 年間にわたって分割払い

としている。また、猶予対象を、解雇または労働契約停止の対象となった者、およ
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び通勤しているが減収している者としている。更に、フリーランサー、零細中小企

業、レストラン、居酒屋、カジノ、および交通機関を運営している会社も対象とな

っている。 

 ローン猶予法は、既に猶予となった納税義務を更に延期すると共に、経済的に余

裕がない者に関して「個人および住宅ローンの返済、クレジットカード返済、授業

を行っていない私立学校の授業支払い、水道光熱通信費の支払い、並びに個人およ

び企業の家賃の支払い」についての 90 日間（延期可能）の猶予を定める。更に、

薬品、衛生製品および家庭・オフィス用の洗浄剤についての物価統制を規定する。

また、労働契約停止を利用した企業の労働者は、国からの支援を受け、猶予期間中

の利率引上げは禁止され、猶予期間後における返済の再開も利息の対象とされない

と定めている。 

 ローン猶予法についての議論によって「二つのパナマ」を観察することができる。

銀行を始めはじめとして大手の企業会社は、法律に反対している。特に銀行業界は、

国からの規制に抵抗感があり、各銀行は利用者の状況を確認した上で、ローン返済

の猶予の妥当性を決めるべきと主張している。パナマに本部又は支店のある銀行は

60 行を超えている。その中、3 月 31 日、20 行の銀行は、4、5、6 月分のローン返

済について自動的猶予、および未払いによる抵当権行使の猶予を発表した。このよ

うな自動的な猶予を利用しない銀行は、ケースバイケースで判断している。 

 しかし、猶予に対する利用者のクレームが増加している。特に、二人以上世帯の

場合、通勤している者が一人でもいれば、猶予対象外とされているケースが多い。

こうした中、メディアでもローン猶予法についての議論が続いている。特に、銀行

業界と強固な関係を持つ新聞やテレビ局では、パナマの破綻を招くと主張している。

これに対して、国民は水道光熱通信費猶予法とローン猶予法に署名しないコルティ

ソ大統領を批判し、不満が高まっている 

B  正常化への道 

 大統領制の国として、パナマにおいては、法律を発布するために、大統領の署名

が必要とされる。しかし、4 月 26 日時点で、コルティソ大統領は法案についての

コメントをせず、署名もしていない。しかし、憲法第 169条には、議会に承認され

た法案に対して意見・反論がある場合、大統領は 30 日間以内に議会に提出しなけ

ればならないと規定されている。30 日間が過ぎると、法案に署名し、発布する義

務が生じる。また、大統領が署名と発布を懈怠する場合、議長が大統領の代わりに

署名し発布することが認められている。 

 こうした議論が行われている中、4 月 21 日に保健省はコルティソ大統領に「正

常化案」を提出した。「正常化案」の内容はまだ公開されていないが、本稿執筆の

時点では、外出禁止命令の緩和について、正常化案は感染者が少ない地域から正常

化を始め、段階的な経済再開を検討する、とされている。最初に、生産性の高い企
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業および小売やレストランのような労働者の多い企業が中心となる可能性が高い。

しかし、入国禁止命令を踏まえ、観光業界の再開は見送りとなっている(Lara 
2020)。 

 

Ⅵ おわりに 

1月中旬から立案された新型コロナウイルスに対する対策の実施によって 6200人
の感染者の中、5182 人は自宅療養、358 人は入院、484 人は回復している(MINSA 
2020a)。医療体制の維持に専念し、外出禁止命令と検査を中心とした保健省の対策

によって陽性率は約 20%で安定し、日々、回復者が増えている。これについて、経

済的な対策、特に国民の減収を目的とする対策の効果が明確ではない。正常化案は

未公開のまま、様々な支払の猶予を受けられないパナマ国民の不安と不満が高まっ

ている。感染が終息した後、景気回復に導き、パナマの国章に記載されているモッ

トー「世界の福利のために」（PRO MUNDI BENEFICIO）に沿って、世界の商業中心

地としての役割を果たせる態勢を維持できるよう政府に期待したい。 
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